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ー研究資料一

運動継続のための新しいアプローチ

鍋谷 昭 1)
ノヽヽヽ 徳 永幹雄

A New Approach to Exercise Adherence 

Teru NAB ET ANI1) and Mikio TOKUNAGA 

Abstract 

健康科学

Vol. 23, 2001年3月

The purpose of the paper presented is to introduce a new approach, that adherence to exercise can 

have potentially far reaching implications towards an active life-style. 

What this paper would like to propose in relation to exercise is described as follows: 

In the present study, the important issues relating to prescribing an adherence to exercise regimes 

are: 

1. exercise can improve psychological state, 

2. bouts of exercise can be relatively shortened, 

3. levels of intensity can be safely set by the individual. 

Within health promotion, important key words are utilized, such as advocate, enable and mediate. 

Health promotion empowers individuals to accomplish a higher level of health, at the same time 

future levels are enhanced, and improved health becomes easier through these ongoing actions. Also, 

these key words are important factors in the prescription of exercise methods. What is needed is to 

announce that moderately intense exercise enables a positive health benefit, without pain so often 

associated with vigorous exercise! 

Introducing an easier exercise program, an inactive person is helped to enhance their'quality of 

life'. Regular exercise enables an enhanced and more independent, (self-help) life style. Therefore, 

physical education teachers, fitness and health professionals alike should advocate stipulating the 

benefits of'low impact less intensive'exercise programs. Accomplishing an adherence to regular 

exercise is generally difficult, usually because people desire exercise plans to be defined, and not 

variable as previously mentioned. 

Key words: exercise adherence, exercise prescribe 

(Journal of Health Science, Kyushu University, 23:103~116, 2001) 

1.運動が必要なわけ 「福祉は人問の自立精神を密かに破壊するものです。

1) 自立支援としての運動 我々は依存という蜘蛛の巣から逃れなくてはなりませ
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104 健康科学

ん。福祉の成功というのは，その恩恵を受ける人間が

どれだけ自立するかで，図られるべきなのです。」こ

れはアメリカ・レーガン大統領の1986年の一般演説で

ある。レーガン政権によるヘルスプロモーション政策

は，保健行動や保健の個人的責任が狭義に解釈され，

予算削減の正当化に利用されたという負の一面があ

る叫しかしながら，この政策がセルフケアの重要性

を明確なものにしたという大きな功績があったことは

間違いがない。

長寿国といわれて久しい日本であるが，多くの問題

が山積したままであることも事実である。 1999年現在，

国民の 6人に 1人が高齢者といわれている。また， H 

本の医療費は29兆651億円であり，国民医療費の国民

所得に対する割合は7.45％を占めている 2)。また肥満

に対する医療費も増加傾向を示し深刻な問題となって

いる。肥満は日常行動を制限するばかりではない。高

血圧・高脂血症・糖尿病などの代表的な生活習慣病は，

3割から 6割が肥満や過体重に起因している 3)。そし

て，かつての成人病が生活習慣病と名称を変えられた

ことは，問題が子供たちにまで波及していることを物

語っている。

現在，国家予算に占める医療費の割合を削減しよう

という試みが各国でなされている。医療行為のために

投資をするよりも，予防措置として投資をした方がコ

ストを低く抑えられることが理由である。冒頭に引用

したレーガン大統領の演説の如く「自立」ということ

が，現代社会に求められるキーワードとなっているこ

とは問違いがない。生活の自立こそが健康な人生をす

ごすために必要不可欠なものであり，その自立を促す

ために運動を継続的に行うことが有効であることを疑

う余地はない。

本稿では， 自立支援に不可欠である運動継続に有効

な新しいアプローチの可能性を提示することを目的と

する。

2)健康施策における運動の位置づけ

まず，運動自体は政策の中でどのような位置づけに

なっているのか。アメリカと日本を例にとってみたい。

(l)Healthy People 2010 

Healthy Peopleは，ヘルスプロモーションと疾

病予防の見地から， 1979年のアメリカ公衆衛生局長

官報告によって掲げられた，若年死亡率の引き下げ

や高齢者の自立の保護を対象とした国家的目標であ

る。 1990年には HealthyPeople 20004)が発表され

ている。この HealthyPeople 2000は，中程度強
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度の身体活動に焦点を当てた初めての公式勧告であ

り，アメリカの健康増進および疾病予防を目的とし

た声明文である。 Healthy People 2000は公衆衛

生の指標となるものであり，国家の様々な健康目標

を，具体的な数値目標として掲げていることが特徴

である。この声明では，中程度の活動の目的として，

軽度から中程度の強度における30分の運動実施を掲

げている。そして，現在の HealthyPeople 2010 

に引き継がれている。 HealthyPeople 2010は，

28の領域について467の目標を設定し，身体活動と

体力の領域は22番目に設定されている叫

(2腱康日本21(21世紀における国民健康づくり運動）

健康日本21は， 1）健康寿命を延ばすこと 2)食生

活・身体活動・喫煙防止などを進め身体状況を改善

し「飩康へのシナリオ」を国民に提示する 3)数値

目標を設定して計画・執行・評価を的確に行いつつ

進めること 4)国民各自の健康づくりを支援する環

境づくりを進めることの 4つの目標をもっている凡

この中で運動は 2つめの目標の中で生活習慣病の対

策として 1次予防に寄与するものとして位置づけら

れている。

これらの健康施策の中での運動の位置づけをみても，

運動の実施が重要視されていることが容易に推察さ

れる。

3)健康に対して運動が寄与する疫学的証明

このような施策に身体活動が取り入れられているに

は，当然のことながら理由がある。身体活動を続ける

ことによって，寿命，心臓血管系疾患，肥満，糖尿病

などへの効用が報告されているからである。

(1)身体活動と寿命

1週間に少なくとも 3時間スポーツを行っている

男性は， 1時問以下しかスポーツを行っていない人

と比較して53％の死亡率の減少が見られた”。また，

Blairらは体力の高い男性は，体力の低い男性より

も71％も死亡率が低いことを明らかにしている凡

(2)身体活動と心臓血管系疾患

多くの縦断的疫学研究は，身体活動や体力によっ

て心臓血管系疾患による死亡率を引き下げることを

示している凡強度の高いスポーツを行えば，男性

では高血圧になる危険性が19-30％減少すること JO)

や，身体的に活動的な女性が高血圧になる確率は，

座位中心の生活をおくっている女性よりも30％程度

低いことが報告されている叫
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運動継続のための新しいアプローチ 105 

(3)身体活動と肥満

ダイエットに加えて運動を行うと， ダイエットの

みを行うよりも，最初に多くの減量ができることが

示されている叫しかしながら，運動の減星効果は

僅かであり，減量時の運動の重要な役割は筋量の維

持である。運動は減量に顕著な効果を示さないが，

身体活動は減量の維持の優れた予測因子であること

が報告されている 13)。また，減贔活動を維持してい

る少数の女性において， 90％が定期的な身体活動を

行っていることが報告されている叫

(4)身体活動と糖尿病

身体活動は 2つのメカニズムでインスリン非依存

性糖尿病(NIDDM)の予防と治療に有効であると考

えられている。身体活動は血中のグルコースを減少

させ，インスリン感受性を高める。これには活動筋

がグルコースを用いることが関わっている。そして，

身体活動は内臓脂肪を減少させる。 87,000名の看護

婦を対象とした研究では，運動を行わない人に比べ

て，少なくとも週に 1回高強度の運動を行う人は

NIDDM罹患の危険が約15％低いことが示されてい

る15)。また，男性医師を対象とした 5年間の研究に

よって，運動を行わない人に比べて，少なくとも週

に1回，高強度の運動を行う人はNIDDMの危険性

が25％低いことが明らかになっている 16)0 

これらは，運動の効果を示したほんの一部であるが，

医療費の削減が可能になるごとよりも更に， QOL

(Quality of Life)を高めるための資源としての飩康

に有効であることは明らかである。

2.運動継続の現状

1)運動処方の変化

さて，その運動というサービスを提供する場合， ど

のような形が望ましいのであろうか。多くの組織が運

動処方に関する提言を行っている。

20世紀の中頃において，体力と健康の利益を得るた

めの身体活動の推奨は，異なるタイプの運動との効果

の系統的比較を基にしていた。そして1960年代から

1970年代において，健康と体力中心の組織的活動をす

る専門家の調査団と委員会は，身体活動能力と健康の

向上のための固有の身体活動プログラムや運動処方を

奨め始めた。これらの推奨は，当時の臨床経験や有用

な科学的データを基にしていた呪

Pollock18lのレビューが American College of 

Sports Medicine (ACSM) 19)の1978年ポジションス

タンドの基となり，「健康成人における体力向上と維

持のために推奨される運動の質と量」と題された提言

となっている。この声明は，健康な成人が心肺機能及

び健康な身体組成の改善と維持のために必要であろう

運動を概観している。これらのガイドラインは，週に

3-5日の運動トレーニングの頻度と60-90%HRmax

の強度(50-85%Vo2maxあるいはHRreserve)を奨めて

いる。このACSM(1978)の提言以来，多くの提言は，

このポジションスタンドを基にして一般に向けてなさ

れているが，心肺機能と身体組成を扱っているだけで

ある。心肺持久性を高めるために重要なものをもたら

すこれらのガイドラインは，多くの人々に全体的な健

康を促進するためのガイドラインとして過剰解釈され

た。

そして，中強度身体活動の形式における健康の利益

の可能性に，興味が向けられるようになった。 1990年

ACSM20)は， 1978年のポジションスタンドを改訂し，

筋力と筋持久力を目標に加えた。推奨される運動の頻

度・強度・様式は類似しているが，時間はセッション

あたり20-60分となり，低強度のレジスタンストレー

ニングは，筋力及び筋持久力の維持・増進させること

を示唆している。この1990年の推奨は，中程度の強度

での身体活動は，心肺機能を高めることとは無関係に，

健康の利益をもたらすであろうことを承認している。

1970年代から90年代半ばにかけて， トレーニング研

究は中年や高齢者，心肺呼吸系の身体機能の低下した

患者を扱っている。そして心肺能力や健康関連の利益

は，以前から理解されていたものより，中程度の運動

強度で得ることが可能であることを示した。そのうえ，

疫学研究を基にした集団は，身体活動と健康の結果の

用醤反応勾配（運動の時間が増加するとともに運動に

よる利益が増えるという関係を示す）を示した。

Centers for Disease Control and Prevention 

(CDC)とACSMのガイドライン21)は，中程度の身体

活動を30分あるいはそれ以上，毎日あるいは，ほぼ毎

日1回のセッションあるいは蓄積的に，少なくとも

1回を 8-10分行う。この変更点として次の 3点があ

る。 1)最小の運動強度は，健康な人で60%-50%Vo2

max,息者や低体力者で40%Vo2maxに引き下げられ

た。 2)運動の頻度は強度やセッションの長さに応じ

て週 3回から 5-7回に引き上げられた。 3)最小 8-

10分の多重セッションで最小 1日あたり30分蓄積する

オプションが組み込まれた。この修正は，不活動や，

運動実施が楽しくない人，あるいは規則的な運動の実

施や精力的な活動が続けられない人が，中程度以上の
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106 健康科学

身体活動を規則的に続ける限り，実質的な運動の利益

を引き出すことができることを認めている。この提言

の重要な部分は，連続的に運動を行うことと同様に問

欠的な運動の効果を認めていることである。単に運動

の効果だけを述べてきたものと異なり，体力の向上の

みならず健康の増進に有効である，比較的運動を継続

しやすい運動処方の形を紹介しているという点におい

て，大きな運動処方の転機であると思われる。

2)運動実施の現状

推奨される運動は，継続しやすい形に力点が置かれ

るものとなってきたと思われる。それでは実際の運動

実施の現状はどのようになっているのであろうか。

我が国において，「健康」をテーマとした「保健福

祉動向調査」が厚生省統計情報局から出されている。

これは， 38,710世帯を調査対象とし，乎成8年6月6

日に調査されたものである。その中で， 日頃から健康

の維持・増進のために運動をしている者は52.6％となっ

ている。また運動をしていない者は46.4％である。運

動していない者の理由は「時間に余裕がないから」が

46.7％である 22)0 

前述の健康日本2123)では，健康の維持・増進のため

に意識的に身体を動かすことに心がけようという人を，

男性・女性共に63％に引き上げることを目標としてい

る。また，運動習慣をもつ人を，男性39%，女性35%

に高めようとしている。ここでの運動習慣とは， 1回

30分以上の運動を週2回以上実施し， 1年以上持続し

ている人のことである。現状は男性28.6%，女性24.6

％である 24)。健康日本21では，運動を実際に行ってい

る者の割合は少ないと考え，多くの人が無理なく日常

生活の中で運動を実施する方法の提供や環境をつくる

ことを求めている。

これらの状況から，運動継続は容易でなく対応が急

がれるべき重要な課題であることが推察される。

3)運動継続のバリアー

それではなぜ，多くの人が運動を続けることができ

ないのであろうか。その理由を考えてみたい。

運動することの社会的・飩康的・個人的利益がある

にも関わらず，多くの人々は運動することを生活に取

り入れていない。一般に不活動の主な理由として，多

くの人が時間のないこと・活力がないこと・動機づけ

がないことを理由としてあげている 25)。

(1)時間のないこと

運動をしていない人の69％が，身体活動の主要な

第23巻

バリアーとして時間がないことをあげている。しか

しながら，多くの人は，新聞を読んだり，ぶらぶら

したり，テレビを見る時間はみつけることができる

ようである。

(2)活力のないこと

また活力のないことをあげている割合は， 59％で

あり，疲労は身体的よりもむしろ精神的なものとし

て， しばしばストレスに関わっているとされている。

(3)動機づけのないこと

上記の活力の欠如は，長期間にわたって身体活動

を維持するための，充分な動機づけがもたらされて

いないことに関わっている。身体活動の利益を心に

留めておくには，動機づけを維持することがより重

要になる。

4)運動からのドロップアウト

多くの人にとって，運動を始めるよりも継続するこ

との方が困難であり，約50％の人が 6ヶ月の内に運動

プログラムからドロップアウトすることが報告されて

いる 26)。Sallisら町ま， 500名以上のサンプルから， 40

％の人が運動からのrelapse（逆戻り；好ましい行動を

継続した後，その行動を辞めてしまうこと。 Sallisが

用いたrelapseの定義は 6ヶ月以上の継続後， 3ヶ月

以上の停止であった）を体験し20％の人が 3回以上の

relapseを体験していることを見出した。 relapseの最

も多い理由は「傷害」であり，その他の理由としては

「仕事が忙しい」「興味の欠如」「時間の無さ」「家庭に

割く時問」「スポーッシーズンの終わり」「悪天候」

「ストレス」と続いていた。

5)有効な運動プログラム

Dishman & Buckworth 28)によるメタ分析は，有

効な運動プログラムを明確にしている。最も影響力を

持っていたものは「レジャータイムの身体活動を増加

させる(ES;effect size=.85)」「運動教室や連動プ

ログラムではなく， 自分で行う活動を増進させること

(ES=.78)」「通常の地域場面で行うこと (ES=.82)」

「低強度から中強度の活動を強調すること (ES=.94)」

であった。

これまでを要約すると，まず運動が心理的に好まし

いものであることが重要である。そして，比較的時間

が短く，運動を生活の中に取り入れようと思ったとき

に抵抗のないプログラムであることが童要であろう。

また，他者の介入がなく自分自身によって傷害のない

安全な運動強度を設定できるということも重要となる
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であろう。

自立を促し健やかな人生を過ごすための有効な手だ

てとして，運動の効果は計り知れない。運動の必要性

が叫ばれてはいるが，運動の継続化は容易ではなく，

前述のような継続化のための具体的な方略の提案が望

まれる。

3.新しいアプローチ

1) 気分からのアプローチ

(1)運動時に実施可能な心理的評価尺度

運動が心理的に好ましいか否かは，主観的なもの

が第一であるが，運動処方のような第三者にサービ

スを提供する場合，客観的判断のための評価するツー

ルが必要になる。一過性運動の感情反応を測定する

ための質問紙には，運動中にも実施可能である短い

ものが望まれる。運動時の感情変化を捉えることが

運動継続には重要であると考えられるからである。

その理由として，終了後の感情反応が良いだけで，

運動時に苦痛を強いられるような過度に高い強度で

は，運動行動の強化は見込めないからである。例え

ば，一定の時間を全力で走る人がいた場合，その人

は運動終了後に，運動直後の充実感で涸ち足りた気

分になるかも知れない。しかしながら，運動時の苦

痛を再び体験しようとは思わないであろう。高強度

の運動を行った場合，運動後に充実感が得られるこ

とは充分に考えられる。このことが多くの心理的

効果を導き出す至適運動強度を求めることの障害に

なっている可能性がある。そのためにも，運動時と

運動終了後の心理的評価は別々になされるべきであ

り，項目数の少ない運動中に実施できる質問紙が必

要なのである。

運動時の心理的効果について盛んに研究がなされ

ている。それは心理的に好ましい運動の様式とその

運動強度を明確にすることが必要なためである。

adherenceの決定因として，動機づけ，プログラム

の知覚， トレーニングの目的，性格などの心理的要

因があげられる 29)。運動後における心理的に好まし

い状態を考えると，心地よさなどのボジティブな要

因の増加と，運動のつらさなどのネガティブな要因

の減少が考えられる。当然のことながら，このよう

なポジティブ感情の増加とネガティブ感情の減少は

動機づけを高める。そして，これらの強化が運動の

継続につながるものと考えられている。このような

ことが心理的に好ましい運動を明確にすることの必

要な理由である。しかしながら，心理的改善を目的

とした運動処方の明確な指針は得られてはおらず，

更なる研究が求められている 30)。この感惜研究の評

価のために好ましい質問紙が必要とされている。

運動に関わる感情の評価を目的とした質問紙調査

には，求められることがいくつかあげられる。質問

紙調査上のアプローチには，カテゴリカルアプロー

チと次元アプローチという 2つのアプローチの方法

がある。カテゴリカルアプローチは特定のカテゴリー

の情動を引き出すアプローチであり，次元アプロー

チは，肯定的感情と否定的感情の 2つに大別して捉

える尺度のような，系統的な幾つかの次元に集約す

るアプローチである。運動と生理学的反応を確認す

る場合は次元アプローチが好ましいとされている 31)0 

また，肯定的感情と否定的感情は必ずしも相反す

るものではなく，独立した変化を見せる可能性があ

る。そのため，作成される質問紙は各々がそれぞれ

に検証できるものである必要がある 32)。また，運動

時に実施できることも重要になってくるため，質問

項目の少ないものが推奨されるであろう。

運動固有の心理的効果を確認するための質問紙調

査に求められることは，運動という固有の場面にお

ける心理的反応への感受性である。このことを考慮

し運動場面固有の質問紙は作成されるべきである。

海外ではカテゴリカルアプローチの考え方を基に

Exercise-induced Feeling Inventory; EFI 33)，次元

アプローチの考え方を基にFeelingScale; FS 34)や

Subjective Exercise Experiences Scale; SEES35)力ゞ

作成されている。 EFIは「高揚感」「再活性化」「身

体的疲労」「落ち着き」の 4因子から構成されてい

る。 FSは「よい(+5)」「どちらでもない (0)」

「悪い (-5)」という 11段階 1尺度で感情を取り扱

うものである。 SEESは「積極的安寧」「心理的スト

レス」「疲労感」の 3因子から構成されている。

我が国においてもMoodCheck List; MCL-3 36)や

その短縮版であるMoodCheck List-Short Form; 

MCL-Sl'1)が開発されている。しかしながら，

MCL-3は3因子（快感情， リラックス感，満足感）

23項目と項目数が多く，運動実施時の使用には限界

がある。また，短縮版であるMCL-Slにおいては，

信頼性が充分に得られていない。

現状では日本人の運動の効果を確認するための充

分な測定ツールは見あたらない。特に，生理的条件

を設定し，その心理的反応を確認することが心理的

側面からの運動処方では重要になるものと思われる

ため，感情を細やかに設定して測定するカテゴリカ
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ルアプローチを用いるよりも，次元アプローチによっ

て心理的反応を大枠で捉えること。肯定的反応と否

定的反応の変化を独立して評価できること。そして，

項目数が少なく運動時にも実施が可能であること。

以上の 3つが，運動による心理反応を検討する場合

の質問紙の重要な条件となろう。これらの条件を満

たす心理測定ツールを作成することが求められて

いる。

(2)一過性運動の心理的効果の要因特定

一過性の身体活動による心理的効果についての研

究は多いが，その効果についての結論は明らかでな

ぃ38)。1970年代は低強度では不安低減における効果

がないとの報告がなされていたが， Raglin & 

Wilson39)の研究では40%,60%,70%Vo2maxでの20

分間の自転車漕ぎ運動では各条件とも同程度に不安

が低減していることを報告した。逆に，現在では高

強度の運動では状態不安の減少ではなく，増加に関

わりがあるとする研究もある。また，他の研究では

激しい80%Vo.maxあるいは全力でのトレッドミル

ランニングが，中程度の身体活動と同じくらいの不

安低減効果をもつとの報告がある。

ここで生じてくる疑問は，相対強度が同じであれ

ば生体にかかる負担度は同じかということである。

最大酸素摂取量よりも無酸素性作業閾値時点の酸素

摂取量の方がランニングパフォーマンスをよりよく

反映しているという報告もある 40)。そして主観的運

動強度が換気閾値や乳酸閾値に関わりがあるという

報告41)を考慮すれば，生体における負担の認知は，

換気あるいは乳酸の蓄積が影響していることが考え

られる。このようなことから，相対強度条件下で各

被験者に運動を実施するよりも，換気閾値(VT)や

乳酸閾値(LT)を中心に考える必要があろう。

(3)短時間の心理的効果

運動は生活の質の主要な要素であると見られてい

る。例えば，連動は長期間にわたる体菫の管理の重

要な役割を果たす叫しかしながら，大多数の人が

多忙な日課の中では，規則的な身体運動を続けるこ

とが出来ないと考えている 43)。そのため，過体重の

人たちは，規則的な運動プログラムに参加すること

が少なく，長期間の運動プログラムヘの参加を困難

であると見なすようになる。多くの人々が運動から

ドロップアウトする主な原因として，時間が足りな

いことがあげられている 44)。そのため，フィットネ

スや随康の専門家は，運動による利益を高めるため

に必要な最小の運動継続時間を確認することが璽要

第23巻

となろうことを予測している。

健康生活のための重要な要因は運動の総量である

ことが指摘され， CDCとACSMのジョイントレポー

ト45)は，体力の獲得よりもむしろ健康の利益のため

に，総エネルギー消費量がキーとなることを指摘し

ている。この報告は推奨される 1日30分の中程度の

身体活動に達する，短時間の運動実施の積み重ねが

可能であることを発表している。これは，活動の総

エネルギー消費が同じであるならば，高強度短時問

の運動に比べて低強度長時間の運動の活動も，運動

に関わる利益は同じであることを見込んでいる。低

強度長時間の運動は，心臓血管系や整形外科的傷害

のリスクが少なく，さらに低強度長時間の運動は運

動アドヒレンスも高めるであろう 46)0 

心理的健康における運動参加の影響は広く関心を

もたれているにも関わらず，心理的健康における特

定の運動継続時間の影響は確認されていない。運動

の分野で不安は，ネガティブ感情の広範囲な領域に

おいて，最も広く研究された心理的状態である。

Petteruzzulo et al団は，不安における運動の影響

をレビューし，不安の低減のために20分以上の運動

継続時間がより効果的であることを明らかにした。

しかし，さらに20分よりも運動継続時間の短い系統

的な研究が必要であると結論づけている。また，多

くの研究は20分以上の運動継続時間に対する感情反

応を調べている 48競）が，心理的利益における短時間

の潜在的な効果に注意を払ったものはほとんどない。

Thayer54)は， 10分問の歩行が不安の低減とエネル

ギーの増加を生じさせたことを示している。 Step-

toe & Cox55)は， 8分間25Wという低強度の自転

車エルゴメーター運動が大きな活力と陽気さを生じ

させたことを報告している。しかしながら，これら

の研究は比較する継続時間の条件を設定していない。

20分以内の範囲で，短時間の運動が気分の変化に影

響を及ぼすことを見出した研究は充分になされてい

るとは言えない。

そのため，気分の変化における短時間運動の影響

を確認することが菫要であろう。

2)運動強度からのアプローチ

(1)容易な運動強度の設定

無酸素性作業閾値(AT)は，身体的なパフォーマ

ンスを安全に調べるために臨床的に用いられている。

そのため， ATの考え方は，至適である有酸素性の

コンディションづくりに，特に有効であることが示

kyudaitosho_enkaku65
ノート注釈
kyudaitosho_enkaku65 : None

kyudaitosho_enkaku65
ノート注釈
kyudaitosho_enkaku65 : MigrationNone

kyudaitosho_enkaku65
ノート注釈
kyudaitosho_enkaku65 : Unmarked
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されている 56-59)。

実際疾病のリスクファクターを引き下げ，多く

の健康に関する利益を得る活動として，精力的な運

動プログラムは必ずしも必要ではない。人々の規則

的な活動の実施割合が低い現状は，特に，健康の利

益のために精力的な運動を続けることが必要不可欠

であると，多くの人々が誤解していることによるも

のであろう OO)。

中程度の身体活動であろうとも，健康の利益は得

ることが出来るため，健康の利益のためには，精力

的な運動は必ずしも必要ではない。精力的な運動は，

心臓血管系の疾患61)や，整形外科的疾患竺運動継

続の問題63)に関連している。

Dishman et al. 64)しよ， 自己選択的な強度での20

分間の自転車運動において，生理的反応や心理的反

応を比較している。日常の活動贔が高い群よりも活

動量の低い群は，低い運動強度を選択したものの，

最大酸素摂取量の割合(%V。2peak)や換気閾値の割

合(%VT)は， 自転車運動の前半において低活動群

の人が高い数値を示した。その上，身体活動と整形

外科的疾患の関わりが報告されている 65)。そのため，

過度に精力的な運動は何らかの傷害を引き起こすと

思われる。

ATが運動処方に有効な手だてであるといっても，

ATの検出の方法は単純なものではなく，研究室の

機材なくしては多くの運動者がATを検出できると

は考えがたい。呼気ガス測定の複雑な方法を用いず

にATが検出できれば，循環器系の疾患の調査やパ

フォーマンス向上の予測における測定の幅広い応用

が可能である 66)。Jameset al. f;I)は，健康で活動的

な成人の呼吸の頻度によってATを特定できるであ

ろうことを提案している。その一方，幾つかの研究

において呼吸の頻度は， ATの指標として不適切で

あることを示している 68),69)。これらの研究は

entrainment（呼吸と動作の動機が生じる現象のこ

とを表す，これについては鍋谷と徳永70)の文献に詳

しい）の影響を示唆しているが，運動課題は

entrainmentが生じやすい自転車工）レゴメーターを

選択している 71)。そのため，運動様式の影響につい

ての疑問が生じる。

このような研究は明らかにせねばならない部分が

多いものの，高価な機材を用いることなく実施でき

ると行った点では，呼吸数の変化を運動処方に用い

ることは有効であろう。

呼吸数の変化を運動実施者が知覚できるものにす

るためには，更なる研究が必要ではあるが，呼吸の

変化を知覚できることが可能となれば， 自主的な運

動実施を促すものとなることは問違いない。

4.行動変容のために

1)行動変容について

(1)トランスセオレティカル・モデルにおけるステー

ジ理論

このモデルでは，ステージ変化，変化過程という

2つの概念から構成されており，ステージ変化では，

個人の身体活動に関わるレディネスによって無関心

期 (precontemplation)，関心期 (contemplation),

準備期 (preparation)，実行期 (action)，維持期

(maintenance)の5段階のステージを想定している。

例えば，運動に関しての行動変化を題材にすると，

無関心期とは，現在運動を実施しておらず，これか

ら先6ヶ月も運動をしようという気がない段階であ

る。関心期は，現在は運動を実施していないものの，

これから先 6ヶ月の問に運動を開始しようという気

持ちがある段階である。次に準備期に差し掛かると，

運動を実施するが定期的ではない段階をさす。実行

期にはいると，運動を定期的に実施しているがまだ

6ヶ月にはならない段階をさしている。そしてそれ

が6ヶ月に達した段階が維持期である。

また，変化過程のうち，認知過程として自己発見，

ドラマティックレリーフ，環境再評価，社会的解放

があり，行動過程として反対条件付け，関係促進，

コンテェンジェンシーマネジメント，自己開放，刺

激統制の10過程を行動変化のための要因として構成

されている。ステージ変化における各段階は行動の

特徴からの区分であり，変化過程はこれらの各段階

の移動に関わる要因であると考えられ，ステージ変

化に応じた介入が運動の実行と維持を促進するとの

主張がある 72),73)0 

(2)ディシジョン理論（プロスとコンス）

人間の行動を説明しようとするモデルは多くある

が，ディシジョン理論は，個人の知覚と運動の知覚

に関わる相対的なコスト (cons)と利益(pros)の評価

によって行動を決定するとしている。この理論は，

どのように人は運動に関して決定を下すのかを理解

する一助とするために発展した。クライエントは行

動変容に成功，あるいは失敗したりする結果に対し

ての短期的・長期的反応が生じる。この理論は，人

が行動変容する場合の利益やバリアーを理解するこ

とに有効であり，行動変容のネガティブな結果を避
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Figure 1. T-score means for the Pros and Cons scales by stage of exercise adoption. 
(from Marcus BH, Rakowski W, and Rossi JS: 1992) 

けたり，あるいは対処したりすることにも有効であ

る74)0 

Fig 1は，前述の行動変化を示すステージでの

prosとconsの変化を示したものである。運動行動を

採り入れようとした場合，初期に多くのコストを見

積もり，利益は少ないと感じていることが示されて

いる 75)0 

(3)セルフエフィカシー

セルフエフィカシーの予期は，充足された状況を

求めることに必要な行動を実施するための，人の能

力における信念に関わっている 76)。セルフエフィカ

シーは広範囲の状況の中で，行動を遂行することの

出来る自信の度合いと絡み合っている。つまり，そ

の人が物事をどれくらいできると思っているかとい

うものである。行動変容の段階において，無関心期

から維持期までの段附にわたってセルフエフィカシー

のスコアは，直線的に上昇すると報告されている叫

2)継続のための処方

(1)ネガティブ要因の減少； consを抑える処方（苦痛

が伴わない運動強度）

罰となる因子が行動に随伴すると，その行動を繰

り返す確率が低くなる。罰とは，運動時の不快感や，

不安感恐怖感である。身体活動の強化プログラム

においては，活動的になるために強化子を与え，

方で罰となる因子を取り除き，減少させる方法を見

つける必要がある。また，一時の充実度を求めて過

度な運動強度で運動を実施しても継続には結びつき

がたいと思われる。不活動な人間ほど，自分自身で

運動強度を設定した場合に高い強度で運動行う傾向

があることが報告されている 78)。このことは，運動

に不慣れな人ほど傷害などの発生の可能性が高いこ

とを示している。

(2)ポジティブ要因の増加； prosを高める処方（好ま

しい運動体験）

谷口 79)は， 1）心地よい気分→ 2)精神的充実→

3)生理的効果→ 4)長い寿命→ 5)運動への動機付

け→ 6)適度な運動 という 6つの部分の繰り返し

で構成される運動の良循環モデルを提示している。

谷口はこのような良循環を生活の中にとりいれるこ

とが，運動の継続性を高めることに寄与するとして

いる。

運動の楽しさについて測定を行うと，運動維持し

ている者は他の変化ステージにいる者よりも高い得

点を示したとの報告がある 80)。運動のバリアーをき

く質問項目「楽しさの欠如」では運動の頻度と中程

度の相関があったとの報告がある巳
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3)運動継続の初期におけるアプローチが大切な理

由

以上のことから，新たな行動を採り入れようとする

導入の段階で，大きな抵抗があることがわかる。

一方で，運動をする前の心理的状態が好ましくない

ほど，大きな改善がみられるとする報告がある。

Blumemthal et al. 82)は，心臓リハビリテーションに

おける臨床的抑鬱患者が運動トレーニングの後に抑鬱

が減少する体験をしていることを観察しているが，そ

の一方で抑鬱患者でない者は，そのような運動の効果

は体験していない。またLennoxet al. 83)は，運動ト

レーニングが非臨床的な母集団から選択された者には，

影響のないことを報告している。つまり，気分の状態

が平均的に低い人は平均的に高い人より，運動後の気

分の向上が大きい傾向がある。さらに，いくつかの研

究84),85)は，一過性の身体活動から生じる心理的利益が，

研究状況下において心理的パラメーターの運動前のレ

ベルに影響を受けていることを示唆している。

このことを考慮すると，運動実施前に心理的状態が

好ましくない者についても，運動による心理的改善は

見込まれ，有効に作用すると思われる。運動の継続に

大きな抵抗があろうとも，一端，運動に参加すること

によって心理的に好ましい体験ができる可能性がある。

そのためにも，運動初期に好ましい体験を可能にする

処方が必要であり，実施が容易な運動の方法を人々に

広めることが重要であろう。

5.おわりに

ヘルスプロモーションという言葉をよく耳にするよ

うになった。オタワ憲章86)によれば，「ヘルスプロモー

ションとは，人々が自らの健康をコントロールし，改

苦することができるようにするプロセスである」とあ

る。そして他康は目的ではなく，一つの資源であると

続いている。ヘルスプロモーションは， 3つの成功の

鍵をもつと島内87)は述べている。それは 1)唱道

2)能力の付与 3)調停である。唱道は様々な要因（政

治，経済，社会，文化，環境，行動，生物学的要因）

をコントロールすることである。もう少しくだけた表

現を使うと情報を伝えるということであろう。能力の

付与は， 自らの潜在能力を高めることである。調停は

関係部門を巻き込む，といったことである。これらの

ヘルスプロモーションの鍵となる項目は，何も社会を

対象としたものと決めてかかる必要はなく，社会から

みれば，運動処方という比較的小さなカテゴリーにお

いても，重要事項であることは間違いがない。

ヘルスプロモーションとは，健康という目的を成就

するための個人の能力を養成し，達成を容易にさせ，

そして周囲の環境を変えることで健康づくりの傾斜を

緩やかにするという働きかけである。如何に負担がな

く，また苦痛がなく運動の利益が得られるかを明らか

にし唱道する。これは連動スポーツに関与している者

の社会的責任であろう。そして，そのことは運動の実

践を通した能力の付与となるであろう。不活動な人や

運動になじみのない人が，より行動を起こしやすい容

易な運動プログラムの具体的な提示は，運動実践を通

して生活の質を高めようとする人の後押しとなること

が期待できるであろう。

要 約

本稿の目的は，運動アドヒレンスによって，活動的

なライフスタイルを成し遂げるための新たなアプロー

チを紹介することである。本稿において次の運動処方

について提案する；

本研究において，アドヒレンスのための運動処方の

重要項目は， 1）運動によって心理的状態を向上させ

ること， 2）一過性の運動は比較的短いものであるこ

と， 3）運動強度は自分自身で安全に設定できること，

である。

ヘルスプロモーションにおいて重要なキーワードは，

唱道能力の付与，調停から成り立っている。ヘルス

プロモーションは健康を成就する個人の能力を高め，

健康の促進を容易にさせる。また，これらのキーワー

ドは運動処方にも重要であろう。精力的な運動時の苦

痛を伴わず，中程度の運動強度は健康の利益が獲得可

能であるごとを広く知らしめることが必要である。

容易な運動プログラムを紹介は，不活動な人々は

QOLを高めることの一助と成るであろう。規則的な

運動は自立したライフスタイルを高めることを可能に

する。そのため，運動・スポーツに関わる者は，実施

に容易である運動プログラムの重要性を主張するべき

である。運動アドヒレンスの逹成は一般に困難である。

そのため，人々は明確な運動処方のプランの提案を求

めているのである。
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